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1．地球温とと京 議定  
（1）地球温暖化   
現在、地球温暖化が叫ばれ、研究が進んでいる0実際、世界各国の平均気温の上昇が見て取れる。また、身  
近な京都のデータをみても、ここ百年で気温が上昇していることが明らかである。  
＜図1 挿入＞  
く図2 挿入＞  
＜図3 挿入＞  
＜図4 挿入＞   
この原因は一般的には温室効果ガスの増加が原因であると言われている。その仕組みを簡単に説明する。太  


















SF6は1995年としても可）、2008年から20012年の6年間において、日本は6％、EIJは8％、アメリカは   
7％など、先進国全体で5％の削減を目指すものである。  
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2．京都メカニズム  
（1）京都メカニズムの経済的意義   
「京都メカニズム」（恥0七o Meeba血適ms）とは、1997年に京都市で開催された国際気候変動枠組み条約  
大3回締約国会議（COP3）で採択された「京都議定書」において定められた、温室効果ガス削減を行うための  
経済的メカニズムである。   
京都メカニズムの経済的意義について図5で示す。  

















＜図6 挿入＞  
2．クリーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism）（京都議定書12条）   
先進国と途上国が共同で事業を実施し、その削減分を投資国（先進国）が自国の目標達成に利用できる制度  
である。この場合もプロジェクトを実施する先進国Aを投資国、プロジェクトが行われる途上国をホスト国  
と呼ぶ。クリーン開発メカニズムで発行されたクレジットはCER（Cer七i丘ed Emis毎ion Reduction）と呼  
ばれる。この制度では両者に利益が生まれ、特に開発途上国にも利益があるということが重要なポイントとな  
る。この例としては、日本と中国が協力して中国内の後背地に植林を行う事業などである。  
＜図7 挿入＞  
3．排出量取引佳mis或on 取adi喝 Seheme）（京都萬定書17条）   
各国の削減目標達成のため、先進国同士が排出量を売買する制度である。ここでは先進国の間で、排出量の  
獲得・取引を仕組みで、割当量単位のほか、ERUやCER、また吸収源活動による吸収量も取引が可能となっ  
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ている。  
＜図8 挿入＞   
以下の図では実際の二酸化炭素排出権の取引状況を示す。  





























1三菱UFJ銀行 調査レポートより  
望http：〟wwⅥLkyomecha．org／   
后3   
登録簿システムの運用を停止している。2006年12月19日には割当量口座の取引規定が盛り込まれた政  
令が発表され、随時、整備されていくようである。   
また、京都メカニズムでは民間ビジネスにも新たな展開をもたらしている。わが国の環境ビジネスは拡大傾  
向にあり、今後も日本の強みとして成長していくと考えられる。  








（2）ヨーロッパ   
EUでは京都蔑定書において、温室効果ガスの8％削減の義務を負っている。   
EUでは2005年1月からEU域内排出権取引制度（EU・ETS）が開始されている。  









（3）アメリカ   
アメリカはCO2の排出量は世界の22．8％を占め第1位、国別一人当たりの排出量でも第1位という世  
界で最も温室効呆ガスを排出している国4である。  
＜図13挿入＞   
京都論定書では7％の温室効果ガス削減が割り当てられたが、数値目標で拘束する京都議定書は国内の経済  
成長を妨げるとして、アメリカ政府は京都議定書からは離脱。しかし、国内では民間企業や州政府による取り  
組みが始まっている。   
例えば、アメリカ北東部の7週（メーン、ニューハンプシャー、バーモント、ニューヨーク、コネチカット、  
3http：〝如如如．jetro．go．jp／news／relea8eS／20060307874・neWS   
4環境自書  
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いる」と話し、蔑定書離脱の頃のように、温暖化事態を「科学的に不確実」とする声は聞こえなくなっているら。   
さらに、地球温暖化問題には消極的といわれてきたプッシュ大統領が2007年1月の一般教書演説で温暖  
化対策に言及するなど、アメリカ政府としても積極的に温暖化対策に乗り出す気配が感じられる。   









エネルギーの循環利用技術の開発・普及、省エネ・節永製品の生産、使用を推奨している。   
こうした中国ではCDMプロジェクトのホスト国としての需要が高く、今後もCDMを活用した数多くのプ  
ロジェクトが期待される。  





CDM・JIに係るリスク8   
CDM・JIプロジェクトの実施にあたっては、いわゆる海外でのプロジェクトそのものに伴うカントリー  
リスク等のリスクの他に、下記のような、京都メカニズム実施に関する固有のり曳クが存在する。  








・京都メカニズム参加資格の未整備・喪失リスク   
②ホスト国の京都メカニズム制度の未整備から発生するリスク  
・ホスト国における承認制度未整備等による手続の遅れ  




2．市場リスク   
①獲得したクレジットの将来価値の不確実性から発生するリスク  
②クレジットが取引されるマーケット設計の不確実性から発生するリスク  
3．国内制度リスク   
























平成柑年度 環境白書 より  
＜図2＞  
地球温暖化の影響の予測  
平均気温   柑9畔から2＝氾年までにl．ヰ～5．8■亡上鼻   
平均海面油偲  柑90年から2＝氾年までに9～8訟m上長   
気嚢現象への影響  洪水、干ばつの増大、卓見の法力化   
九¢健康への影苧  換ストレスの増光、感染症の拡大   
生態系へ¢影響  一都の動揺輸の絶滅 生態系の静軌   
農蓋への影響   辛くの地域で敷物生産圭が減少．出面増加地域も．   
水筆源への影響  水の勇結ノでランスが変ゎ甚、加賀へ悪影響   
市場への影響   特に一次産物中心の蘭発遥上図で大昔な旺渚線素   
資料：1P⊂亡『篤3汝評価報告専』等よ引際墳省作成  
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■下書暮－  J■酬由比  5埴輪平均一長押変化爛南雲  ．．．．二∃  
淫：棒グラフは各年の憧。赤い線は舎年の借の5  
年精勤平均を、経線は長斯傾向を示す。  
資料：気象庁   
平成18年度 環境白書 より  
＜園4＞  
気象庁の統計から作成  
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＜図5＞ 京都メカニズムの経済的意義  
A国の削減量（RA） B国の削減量（RB）   
RA＋R丑＝RT （総削減量一定）  
植田（1996）P98 図6－1を応用  
＜図6＞ クリーン開発メカニズム（CMD）   
京都メカニズム情報プラットフォームより  
＜園7＞ 共同案施（」り  
6，   
京都メカニズム情報プラットフォームより  
＜園8＞ 排出量取引   
京都メカニズム情報プラットフォームより  
＜図9＞ プロジェクトベース市場における二酸化炭素排出権取引状況  
2004年  2005年  200¢年第1四半期  
容量   相当額   容量   ： 三≡   
コンプライアンス合計   107．07   543．59   3¢8．3  2655．引   ナ乱1■2   90¢．14   
CDM   97   485．01  346．15   2544．3   75．61   88¢．85  
JI   臥1   54．19   17．78   82．41   3．29   19．29   
その他   0．96   4．39   4．37   38．59  ■ ■ ■ ●   ■ ■ ■ ■   
自発的／小売   2．92   5．57   ¢．05   43．53   0．08   0．55   
合計   109．99   549．16  374．34  270臥34   79．19   90¢．鍋  
（単位） 容量：百万メトリックトン（ニ酸化炭素換算）、相当額：百万ドル（米ドル）  
三菱UFJ銀行 調査レポートより  
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＜園10＞ 日本のエネルギー起源の二酸化炭素排出量の推移  
資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」よりグラフ作成  
＜囲11＞ 環境ビジネス及び環境誘発型ビジネスの市場規模及び雇用規模の現状  
市場規模（兆円）  雇用甥模（万人）  
2000年   2004年   2000年   2004年   
環境ビジネス   30   37   77   9¢   
環境誘発型ビジネス   41   51   106   129   
平成柑年度 環境白書より  
＜園12＞ EUでの二酸化炭素排出権取引状況  
2004年   2005年  2006年 第1四半期  
容量   容量   相当額   容量   相当額   
EU－ETS   8．49   322．01   8220．16   202．51   3552．24   
（単位） 容量：百万メトリックトン（ニ酸化炭素換算）、相当額：百万ドル（米ドル）  
三菱UFJ銀行 調査レポートより  
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＜園13＞  
二酸化炭素の国別排出量と国別1人当たり排出量  
国別排出量（2005年）  国別l人当たり一発出量（2003年）  
く単位：トン／人（ニ酸化成東換茸沖  
6・3％ tiTさ窟▼1．6％  0  5  10  15  20  
主な川出国の烹耶諸定削こ毒づく20【18・2012年の杓東邦何における還審効果ガスの削減義軌こついて  
……削減義務なし  
山側嗣猟机  （‡主≡寓指定書を批託していない画は圏で示した．〉  
資料：日本エネルギー程浦研究所編『エネルギー・経済統計要覧（2006年順）』より標蛾省作成   
平成18年度 環境自書 より  
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